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１ 提案募集の目的 

１．１ 委託の目的 

江戸川区では、特別区民税・都民税の年度当初の課税決定にあたり、給与支払

報告書、特別区民税・都民税申告書、確定申告書、年金支払報告書等の資料（以

下「課税資料」という。）など、100 万件を超える書類が提出される。これらの膨

大な課税資料の処理を短期間でかつ正確に行うにあたり、以前より給与支払報告

書の点検・補筆作業、課税資料のスキャニング及びデータパンチ処理について業

務委託を実施してきたが、職員の長時間に及ぶ超過勤務による対応が常態化して

いる状況がある。このため、従前の委託範囲を見直すことで超過勤務の削減はも

とより、申告時のより丁寧な案内や各種広報物の見直しによる納税者の理解促

進、さらなる効率化の推進など、コア業務に注力する体制を構築し、課税事務全

体の質向上につなげるため、本業務の委託を行うものである。 

 

１．２ 基本方針 

給与支払報告書等の処理委託の基本方針は以下のとおり。 

（１）法及び各種規定に基づく確実な個人情報管理の実施 

課税資料に含まれる膨大かつ重要な個人情報の紛失、漏えいを防止する確

実な管理を行う。 

（２）課税決定処理の効率化 

処理の効率化を図ることで、迅速かつ正確な課税決定を行う。 

（３）経費の削減 

業務の委託及び効率化を図ることで、経費の削減を図る。 

（４）業務の進捗管理の徹底 

業務を委託することで、より確実な進捗管理を行い、迅速な課税決定を行

う。 

２ 委託内容 

 ２．１ 委託業務の名称 

給与支払報告書等処理委託 

 

２．２ 委託業務の内容 

主な委託内容は以下のとおり。詳細は「給与支払報告書等処理委託仕様書」

（以下「仕様書という」）を確認のこと。 

（１）給与支払報告書等の処理 

給与支払報告書等の開封、点検、補記、結束など 

（２）スキャニング 

給与支払報告書、年金支払報告書等のスキャニング、点検など 

（３）データパンチ 

課税資料のデータパンチ 

（４）エラー等の処理 

       指定番号検索、宛名不明者特定処理など 
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 ２．３ 委託業務の履行場所 

江戸川区役所本庁舎（江戸川区中央１－４－１） 

※２．２委託業務の内容（３）データパンチを除く 

 

２．４ 委託契約想定金額 

１１３，１７９千円（税込） 

 

２．５ 委託契約想定処理件数 

本契約における各業務の想定件数は以下のとおり。なお、処理日等の詳細につ

いては、別紙「令和９年度当初賦課 業務計画表」を参照のこと。ただし、実際

の処理件数は課税資料の提出状況により変動があるため、想定件数が５万件を超

えるものは１割程度、５万件以下のものは１割～３割程度の増減に対応できるよ

うにすること。 

（１）給与支払報告書等の処理 

① 給与支払報告書          … 131,000 件 

② 特別区民税・都民税申告書          …  16,500 件 

（２）スキャニング 

① 給与支払報告書          … 131,000 件 

② 特別区民税・都民税申告書          …  16,500 件 

（３）データパンチ 

① 給与支払報告書（総括表）         …  32,000 件 

② 給与支払報告書（個人別明細書）         …  99,000 件 

③ 特別区民税・都民税申告書（給与支払報告書のみ添付）… 500 件 

④ 特別区民税・都民税申告書         …  16,000 件 

⑤ 確定申告書（二表のみ）             …  10,500 件 

（４）エラー等の処理 

① ｅLＴＡＸ給与支払報告書プリエントリー      …  19,600 件 
② ｅLＴＡＸ給与支払報告書新規事業所指定番号作成 …   5,390 件 
③ 宛名不明者特定処理（アンマッチ）          …  29,400 件 

         （全エラー数 34,400 件のうち甲が指定するもの 29,400 件） 

④ 給報合算      …提案事項とする（全エラー数 30,200 件） 

３ 募集・応募について 

 ３．１ 募集スケジュール 

（１）募集の周知（区ホームページで公開）   ７月 30 日(木) 

（２）質問の受付               ８月 14 日(金) 午後 5 時 

（３）質問の回答               ８月 20 日(木)予定 

（４）提案書の受付              ９月４日(金) 午後 5 時 

（５）第一次審査（書類選考）、結果通知     ９月上旬 

（６）第二次審査（プレゼンテーション）    ９月 18 日(金) 

（７）最終選考結果通知            ９月下旬 
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 ３．２ 応募資格・制限事項 

（１）応募資格 

次の各号を全て満たす事業者とする。 

① 法人格を有する団体であること 
② 東京都内に本社または事業所を持っていること 
③ 過去５年以内に人口 30 万人以上の自治体で同様の給与支払報告書等の

処理、スキャニング及びデータパンチの受託実績もしくは同等の実績を

有していること 
④ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会の認定するプライバシーマーク

の使用許諾を取得していること 
⑤ 労働基準関係法令を遵守していること 

（２）応募者の制限 

参加申請書の提出時において、次に該当する事業者は応募者となることがで

きない。 

① 地方自治法施行令第 167 条の４（昭和 22 年政令第 16 号）の規定に該当
している者 

② 参加申込の期限日現在において、「江戸川区競争入札参加有資格者指名
停止措置要綱」に基づく指名停止処分を受けている者 

③ 国税又は地方税の滞納がある者 
④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号又は第２条第６号の規定に該当する事業者、及び江戸

川区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 23 年 10 月１日要綱第

108 号）第４条第１号に該当している者 
⑤ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律

第 57 号）による罰則を受けている者 
⑥ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て

又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に基づく再生手続開

始の申立てがなされている者 
（３）再委託の制限 

業務を再委託する場合は、事前に協議の上、許諾を得なければならない。 

なお、業務の全部を一括して再委託することは認められない。 
（４）接触に関する制限 

① 提案依頼書の公開日以降、区が提供する機会を除き、「給与支払報告書等処
理委託事業者選定部会」（以下「部会」という。）の部会員に対して本件提

案に関する（質疑を含む）接触はできない。 

② やむを得ない理由がある場合を除き、接触の事実が認められた場合には応
募を取り消すことがある。 
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 ３．３ 応募書類 

応募書類は以下のとおりとする。なお、書類は原則Ａ４サイズとする。 

№ 提出書類 様式 提出部数 

１ 法人登記簿謄本 

申請日の 

３か月以内に発

行したもの 

１部（原本） 

２ 
直近２年間の国税（法人税及び消費税）の納

税証明書（その１） 
１部（原本） 

３ 
直近２年間の地方税（法人事業税及び地方

消費税）の納税証明書 
１部（原本） 

４ 給与支払報告書等処理委託 受託提案書 
任意のＡ４用紙

で両面印刷（左

２か所止め） 

正本１部 

副本７部 

５ プライバシーマーク登録証等 ― １部 

６ 
給与支払報告書等処理委託プロポーザル参

加申請書 
様式１ １部 

７ 事業者概要 様式２ １部 

８ 
給与支払報告書等処理委託 業務実績一覧

表 
様式３ １部 

９ 
給与支払報告書等処理委託 見積書 

※業務内容別の内訳が分かるように記載すること 
任意 

正本１部 

副本７部 

10 
その他部会が必要とする説明資料 

※提出の必要が生じた際に各事業者へ通知しま

す。 

― ― 

    ※ 「４」及び「６」から「９」の書類については、電子データも添付するこ

と。(応募書類とあわせてＣＤ等にて提出) 

※ 正本には事業者名、代表者役職・氏名を記入すること。 

副本には事業者名等が類推可能な名称及びロゴは記載しないこと。 

 

 ３．４ 応募手続き 

（１）提案書受付期間   

令和８年９月４日(金) 午後５時 まで 

（２）受付方法   

事前連絡のうえ持参（午前９時～午後５時） 

（３）提 出 先   

江戸川区総務部課税課 

住所：〒132-8501 江戸川区中央１－４－１ 江戸川区役所４階２番窓口 

電話：03-5662-1009       

（４）質問及び回答 

① 質問受付期間  
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令和８年８月 14 日（金）午後５時まで 

② 質問方法 
LoGo フォームからのみ受付。「質問票（様式５）」を下記 URL より提出する

こと。なお、各応募者とも質問は１回限りとし、質問票以外による質問は受

け付けない。 

https://logoform.jp/form/L6MJ/1719240 

③ 回答方法 
質問及び回答を令和８年８月 20 日（木）に本区ホームページ上で公表する。

意見の表明と解されるもの、質問内容が不明瞭なものについては回答しない

ことがある。なお、回答は募集要項及び仕様書と同等の効力を持つものとす

る。 

 
 ３．５ 応募における留意事項 

（１）応募一事業者につき、提案は一案とする。複数の提案はできない。 

（２）提出された書類の内容を変更することはできない。ただし、提出書類に不明

確な表示等があり、かつ本区が変更を認めた場合はこの限りでない。 

（３）書類に虚偽の記載があった場合は失格とする。 

（４）応募書類は理由の如何を問わず返却しない。ただし、不採用になった場合

は、区で定めた保存年限満了後、区の責任において全て処分するものとし、

本業務委託における審査以外では使用しない。 

（５）応募書類を提出した後に辞退する際には、辞退届（様式４）を提出するこ

と。 

（６）応募に関して必要となる費用は応募者の負担とする。 

（７）応募者の提出する書類の著作権は、それぞれ作成した事業者に帰属する。な

お、選定結果及び提案内容等を公表する場合及びその他本区が必要と認める

ときは、本区は応募者の承諾を得ず、無償で提出書類の全部又は一部を使用

できるものとする。ただし、応募者の競争上の地位その他正当な利益を害す

る恐れがあると本区が認める箇所については公表しない。 

 

４ 受託提案書 

 ４．１ 受託提案書の記載内容 

受託提案書は、仕様書に則り、以下の内容について記載すること。ただし審査

は匿名で行うため、事業者の特定できる情報は記載しないこと。 

（１）個人情報管理方策 

課税資料等の個人情報の取り扱いについて、紛失、情報漏えい等を防止す

るための方策を具体的に提案すること。 

① 課税資料等の運搬方法（人数、車種など）について提案すること 
② 作業場所での課税資料及びデータ媒体等の保管（作業時間中及び時間外の
保管方法、保管場所）について提案すること 

③ 各業務の作業場所への入退室管理について提案すること 
④ 従業員の紛失、情報漏えい等への対策（研修、秘密保持義務の有無、その

https://logoform.jp/form/L6MJ/1719240
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他対策等）について提案すること 

（２）費用 

① 提案内容に則った内訳を記載した見積書を提出すること 
② 課税資料の処理件数に関しては、「２．５ 委託契約想定処理件数」により
算出すること 

③ 業務量の増減による費用面での対応について提案すること 
④ コスト削減への具体的な取り組みについて提案すること 

（３）品質向上 

各業務における処理の正確性を高め、品質を向上させるための対策等につ

いて具体的に提案すること。 

（４）業務人員、配置計画 

業務の実施にあたり、業務内容ごとの必要人数、配置計画を具体的に提案

すること。特に処理が集中する繁忙期の対応をについて提案すること。ま

た、業務量の増大や縮小などの変動（１割～３割程度の変動を想定）につい

ての対応も提案すること。 

（５）情報セキュリティ対策について 

業務の実施にあたり、情報セキュリティ対策に関する下記の事項について

具体的に提案・記載すること。 

① 事故・障害等への対策として、データの安全性・業務継続性を確保する社
内運用管理体制・設備について記載すること 

② ハードウェア・ネットワーク等のシステム環境及び構成、外部接続の有無・
ファイアーウォールの設定状況等、ならびに不正アクセス検知・運用監視

等について記載すること 

③ 非常電源装置・空調設備・防火システム等の設備について記載すること 
④ 作業コンピュータ・サーバへの認証方式及びアクセス管理の方法等につい
て記載すること 

⑤ 人的セキュリティ対策の取組みについて具体的に示すこと 
⑥ 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS 認証）ISO/27001（または
JISQ27001）を取得している場合は、登録証・適用範囲定義書・適用宣言書

の写しを提出すること 

（６）作業場所 

２．２委託業務の内容（３）データパンチの業務を実施する作業場所(住

所、面積、鍵の有無等)について提案すること。その他の業務を実施する作

業場所は２．３委託業務の履行場所のとおり。 

（７）業務進捗管理・報告 

課税資料等の受け渡しから業務内容ごとの進捗状況及び件数管理につい

て、報告の方法及び頻度、内容について具体的に提案すること。 

また、業務内容ごとの進捗状況及び件数管理をどのように迅速な業務の遂

行につなげていくか具体的に提案すること。 

（８）研修体制 

従業員に対して行う教育・研修について提案すること。 

（９）緊急時対応 

緊急時における体制、対策、報告方法等について提案すること。 

（１０）その他 



 

7 
 

仕様書を確認の上、より迅速かつ正確、効率的な業務を行うことが可能な

場合は、その内容について積極的に提案を行うこと。ただし、大幅に業務の

流れや内容が変わる場合は、その内容に則った費用の見積りとあわせて、仕

様書に則った業務内容における費用の見積りも提出することとする。 

５ 事業者の選定・審査 

 ５．１ 選定方式 

募集及び選定はプロポーザル方式を採用し、書類選考とプレゼンテーションの

二段階による提案審査とする。 

 

 ５．２ 選定体制 

給与支払報告書等処理委託事業者選定部会に関する要領に基づき、「給与支払

報告書等処理委託事業者選定部会」（以下「部会」という。）を開催する。 

本委託業務の事業者選定に係る審査は、部会が行う。 

 

 ５．３ 審査方法 

本委託業務の事業者選定の審査方法は以下のとおりとする。 

（１）第一次審査（書類選考）  

① 応募資格要件を満たす事業者について、事業所の信用状況、業務遂行能力
及び受託提案書の記載内容など提出書類に基づき審査・採点し、原則とし

て複数の優秀提案事業者を選定する。 

② 著しく妥当性を欠くと思われる内容を含む提案は、採点せずに失格とする
ことがある。 

③ 採点基準は公表しない。 
④ 審査結果は、辞退届を提出した事業者を除き、提案書を提出した全ての事
業者に通知する。なお、第二次審査対象者には、結果通知のほか、第二次

審査の案内を同封する。 

（２）第二次審査(プレゼンテーション) 

① 第一次審査通過事業者に対し、匿名でプレゼンテーション・ヒアリングを
行う。 

② 各事業者の持ち時間は 45 分（プレゼンテーション 15 分・質疑応答 30 分）
とする。 

③ プレゼンテーションの内容は、提案の特長、費用、その他提案事項を中心
とする。 

④ プレゼンテーションは本件委託業務に従事する者が行うこと。 
⑤ 実施予定日 令和８年９月 18 日（予定） 

※詳しい日時は、第一次審査結果通知時にお知らせします。 

（３）最終選定事業者の決定 

第一次審査、第二次審査の内容をもとに部会で評価検討し、最終選定事業

者を決定する。第二次審査の結果は、事業者ごとに通知し、区ホームページ

に掲載する。 

 

 ５．４ 選定の取り消し 

最終選定事業者決定後であっても、応募者の資格が条件を満たさなくなった場
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合や提案資料等に虚偽の記載又は重大な誤りがあった場合は、その決定を取り消

す場合があります。なお、虚偽の記載をした事業者に対しては、本区として不利

益処分を行う場合がある。 

６ 契約 

 ６．１ 契約方法 

最終選定事業者の決定後、速やかに事業者と本区で仕様の詳細について協議

し、確定する。その後、随意契約（地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２

号）により業務委託契約を締結する。 

 

 ６．２ 契約期間 

（１）委託契約は単年度ごとに行うこととし、本契約の契約期間は令和９年 3月 31

日までとする。 

（２）単年度ごとに事業評価を実施し、評定結果が優良の場合、３年間を上限とし

て翌年度以降も委託契約を継続することとする。事業評価の結果、業務内容

が基準を満たしていないと判断した場合は翌年度の委託契約を継続しない。 

なお、参考として令和９年４月に想定される業務を別添業務計画表に示すの

で、参照のこと。 

 

 ６．３ 契約における留意事項 

（１）最終選定事業者は仕様が確定した後、速やかに見積書を提出すること。 

（２）一連の企画提案並びに契約手続きの過程で、最終選定事業者に信義則に反す

る不適切な行為があった場合等には、最終選定事業者としての地位を取り消

し、次点の応募者を繰り上げて最終選定事業者とする。 

（３）最終選定事業者は、契約交渉の過程で提案内容等の変更をできないこととす

る。ただし、やむを得ない事情により本区が妥当と認めた場合は、変更の可

否及び内容を協議することとする。 

（４）契約交渉の過程で生じる費用（印紙代、契約書作成費用を含む）について

は、最終選定事業者の負担とする。 

（５）委託事業者決定後であっても、応募者の資格が条件を満たさなくなった場合

や提案資料等に虚偽の記載又は重大な誤りがあった場合は、その決定を取り

消すことがある。なお、虚偽の記載をした事業者に対しては、本区として不

利益処分を行う場合がある。 
（６）受託事業者は、契約の開始に際し、業務委託内容について課税課立会いのも

と、前受託事業者（もしくは課税課）からの引継ぎを受け、業務内容を確認

し、業務の履行に万全を期すこと。また、受託事業者は、契約の終了に際

し、課税業務に支障のないように次の受託事業者へ引継ぎを行うこと。 

７ 関係法規 

 ７．１ 関係法規の遵守 

委託業務を遂行するにあたり、江戸川区条例及び同施行規則をはじめ、関連す

る法規がある場合は遵守し、特に次の各号については留意すること。 
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（１）個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

（２）江戸川区特定個人情報の安全管理に関する基本方針（別紙３） 

（３）特定個人情報の取扱いに関する管理規程（別紙４） 

（４）個人情報保護に関する特約条項（別紙５） 

（５）江戸川区公契約条例（別紙６） 

 

 

 

 

担当部署 

 江戸川区総務部課税課 

東京都江戸川区中央１－４－１ ４階２番 

電話：０３（５６６２）１００９ 

 

 


